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研究要旨 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行時に、SARS-CoV-2 陽性者の宿泊療養を受け入れて

いた旅館業等の関係者を対象として、当時実施されていた感染対策及び宿泊者・従業員に対する健康

観察の運用状況についてヒアリング調査を実施した。その結果、健康観察は COVID-19 流行以前よ

り、食中毒やノロウイルス感染症等を想定した体調確認項目を用いて実施されており、2023 年 5 月

の COVID-19 の五類感染症移行後においても、継続的に実施・記録されていたことが確認された。 

また、各施設で運用されていた COVID-19 対応マニュアル、事業継続計画（Business Continuity 

Planning: BCP）及び健康観察確認表は、特定感染症発生時においても活用可能な内容を含んでいた。

これらを参考に、特定感染症発生時を想定した健康状態確認項目の検討を行い、健康状態等確認表を

作成した。 

A．研究目的 

 新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-

19）流行期に帰国者/渡航者の受入れを実施した

旅館業等の関係者へ受入れ時の課題、工夫点、健

康観察を含む感染対策等に関する情報収集および

施設見学を行い、健康状態等の確認様式と健康状

態等の確認内容の検討を行う。 

 

B．研究方法 

旅館業等の関係者へのヒアリングおよび施設見学 

 全国旅館生活衛生同業組合連合会（全旅連）及

び、千葉県旅館ホテル生活衛生同業組合等の関連

団体協力の下、旅館業等の関係者からのヒアリン

グおよび施設見学を行う。COVID-19 対応のマニ

ュアルや健康観察確認表、事業継続計画

（Business Continuity Planning: BCP）等の記

録物を確認する。 

C．研究結果 

2025 年 8 月に国際空港付近の施設 A を訪問

し、関係者へのヒアリング調査を実施した。ヒア

リングや施設見学から得た情報について、C-1 か

ら C-7 に整理し記述する。 

C1．施設概要 

2020 年 9 月～2023 年 7 月末まで国際空港か

らの帰国者/渡航者の待機施設、SARS-CoV-2 陽

性で軽症者の療養施設として対応していた。施設

内はグリーンゾーン（検疫所職員により構成され

た対策本部職員や宿泊施設職員が滞在する空間）

とレッドゾーン（海外からの帰国あるいは渡航後

の待機宿泊客）を階で明確に分けていた（図１）。 

C2．マニュアルの作成 

COVID-19 対応のマニュアルは、全旅連でも作

成していたが、施設職員自らで情報収集を行って

自施設向けに作成した。情報源としては、厚生労
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働省のガイドライン等、近隣の同業者との情報交

換、旅館業組合の通知、宿泊施設が所属する組合

の資料等が挙げられた。政府関係者の訪問時など

に適宜マニュアル内容に関して相談していた。対

策本部職員がレッドゾーンへ立入る際の業務内

容と使用する個人防護具、ホテル従業員と対策本

部職員との連携方法を明確にし、退室後の客室の

清掃方法等も手順を作成し準拠した。食中毒発生

（ノロウイルス対応も含む）対応や震災対応の

BCP を作成していたため、これらを参考に

COVID-19 対応の BCP も作成した。 

C3．従業員への研修 

検疫所職員が常駐しており、2020 年 9 月の客

受け入れ前に宿泊施設従業員に個人防護具の着

脱（演習を含む）、廃棄物取り扱い等の研修を実

施した。なお、COVID-19 対応以外の防災や地震

訓練は、平時と同様に実施していた。 

C4．物品の備蓄と管理 

個人防護具の備蓄は、不織布マスクと手袋が約

1000 枚、そのほかガウンや眼の防護具等 300 枚

ほど備蓄していた（1 か月分に相当）。2020 年 3

月頃は一時的に不織布マスクが入手困難となっ

たが、その後は十分に確保でき、不足となる事態

はなかった。 

C5．健康観察方法と記録 

客：チェックイン時に非接触型の体温計を使用

した検温、アルコール手指消毒を実施した。この

対応は五類感染症移行となる 2023 年 5 月まで実

施していた。客の記録は特に実施していなかった。

従業員：健康観察記録は、もともと食中毒対応等

で使用していた記録用紙を参考に作成した。 

出勤前は自宅にて検温し、体調不良時は出勤せ

ず、上司に連絡し休みとしていた。出勤時はバッ

クヤードのタイムカード設置場所に設置した非

接触体温計で検温を行っていた。出勤後の体調不

良時には上司に報告し、速やかに帰宅させていた。

ホテル従業員は責任感が強く、多少の体調不良で

も勤務してしまうことから、軽い体調不良でも申

告するよう働きかけた。観察結果は所定の記録用

紙に自身で記入し、調査時点も継続して記録され

ていた。 

C6．客室内清掃 

客の退室当日は立ち入らず、退室翌日以降に客

室清掃等を実施としていた。待機客の退室後清掃

は、施設従業員は実施せず、県のペストコントロ

ール協会に依頼していた。 

C7．使用後のリネンおよび廃棄物の管理 

客に使用したリネンは廃棄としており、ペール

缶に入れ、産業廃棄物業者に引き渡していた。 

 

D．考察 

新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）

の水際対策の強化として日本政府は、2020 年 4

月 3 日午前０時以降、世界のすべての国と地域か

ら入国する人に対し２週間の自宅等での待機を

要請し、73 の国と地域から帰国した人などにつ

いては、症状の有無にかかわらず全員をウイルス

検査の対象とした。SARS-CoV-2 陽性で軽症者の

場合は指定の宿泊療養施設で一定期間療養する

こととされた。今回訪問した宿泊施設 A は、政府

の依頼で COVID-19 発生当初は帰国者/渡航者の

受入れ、流行期に SARS-CoV-2 陽性で軽症者の

療養施設として対応していた。健康観察において

は、COVID-19 流行以前からノロウイルス感染症

や食中毒発生時に備え、日常的に従業員の健康観

察を実施し、COVID-19 流行期にも日常的に使用

していた記録用紙を活用して運用を行っていた

ことから、従業員に行動変容を促すものではなく、

混乱もなく実施されたと考えられる。ゾーニング

を含む施設の管理体制について、施設が自ら計

画・実施した感染対策により、宿泊施設内でのク

ラスターの発生はなく、従業員は安全に業務を遂

行できたと考えられた。 

諸外国での旅館業・宿泊施設等における職業感

染対策では、米国疾病予防対策センター

（Centers for Disease Control and Prevention：

CDC）の職業感染管理ガイドライン１）は医療従

事者を主対象としていたが、COVID-19 流行時に

は、医療での職業感染管理の概念として、ホテル

業従業員の健康観察についても、検温、症状確

認、曝露後報告等の推奨が導入された。

American Hotel & Lodging Association の Safe 
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Stay ガイドライン２）では、CDC ガイドラインに

基づき、従業員及び宿泊客の健康確認、職場健康

安全計画（Workplace Health & Safety Plan）、

有症状時の報告体制等の整備を求める記載がされ

ている。英国を中心とする欧州では、COVID-19

流行時に、ホテル業・飲食業や旅行業等の

hospitality sector に対する職業感染管理の推奨

が整備された。英国健康安全保障庁（UK Health 

Security Agency：UKHSA）の職場向け呼吸器

感染症対策ガイドライン３）では、職員の症状自

己確認、有症状時の報告、職場リスク評価が推奨

されている。また、英国安全衛生庁（Health 

and Safety Executive：HSE）の職場向けガイド

ライン４）では、health surveillance、worker 

protection、リスクアセスメントの重要性が示さ

れている。さらに、hospitality industry 向け実

務ガイド５）では、手指衛生、staff 

communication、感染対策、職員の安全等が具体

的に記載されている。COVID-19 流行時には 

managed quarantine hotel における感染リスク

評価文書６）において、ホテル従業員の感染対策

及び健康管理の重要性が強調された。日本国内で

は、COVID-19 流行時の宿泊施設向けガイドライ

ン７）において、出勤時の検温、症状確認、有症

状時の就業制限等が推奨されており、過去の厚生

労働科学研究８）では、宿泊施設の約 9 割が従業

員の健康観察を実施していたことが報告されてい

る。また、宿泊療養施設向けマニュアル９）で

は、ホテル従業員及び医療従事者に対する健康管

理、症状確認、感染予防策の継続的実施の重要性

が示されている。2023 年改正旅館業法関連資料

10）では、特定感染症発生時の健康状態確認及び

記録保持の必要性が示されている。旅館業・宿泊

施設での特定感染症発生時の感染拡大防止対策と

しても従業員の健康観察及び記録管理は重要と考

える。 

健康観察方法としては、積極的健康観察

（active monitoring）と自己健康観察（self-

reporting）の 2 つの手法があげられる。一般的

には、積極的健康観察とは、感染症曝露後に感染

対策担当部門等が定期的に対象者へ連絡又は確認

を行い、発熱、呼吸器症状、発疹等の有無を継続

的に把握する管理方法であり、自己健康観察は、

対象者本人が自身で健康状態を確認し、症状出現

時に報告する方法を指す。これらを旅館業・宿泊

施設において取り入れる場合、感染症流行の有無

にかかわらず、日常より従業員の自己健康観察に

よる報告および記録を行い（図２）、特定感染症

発生時には積極的健康観察（図３）も追加するこ

とも一案である。 

図４に従業員の健康確認表の例を示した。従業

員の健康確認表では、検温結果、症状の有無、対

応の有無を記載し、症状や対応の詳細は備考欄に

記載する等、シンプルかつ必要項目が記載される

ことがのぞまれる。COVID-19 流行期には宿泊客

の健康確認も実施されていたが、記録はされてい

なかった。COVID-19 のような感染症流行時には 

宿泊客も図５に示したような簡易的な記録を行う

ことで、感染症疑い例への探知や対応が迅速に実

践できる可能性がある。今回の調査施設以外に、

国際空港近隣地域で 2020 年 7 月以降に待機帰国

者施設の受け入れをしていた宿泊施設 B に対し

ても 2024 年 12 月にヒアリングを実施したが、

施設 A と同様に日常的に従業員への健康観察お

よび記録を行っており、調査時点でも継続されて

いた。いずれの施設も基本的には所定の記録用紙

に従業員が記載する方式であったが、医療機関等

では LINE 等のアプリを使用した報告形式も取り

入れていた。今後の健康観察入力方式として、

Web やアプリによるデジタル化が実装できると

簡略化やタイムリーな報告体制につながると考え

られる。 

 

E．結論 

新型コロナウイルス感染症流行時に帰国者/渡

航者の待機、あるいは SARS-CoV-2 陽性者の宿

泊療養を実施していた旅館業等の関係者に

COVID-19 発生当時の感染対策や客および従業

員の健康観察状況のヒアリングを実施した。当時

作成され、使用されたマニュアル、BCP や健康確

認表は特定感染症発生時にも活用できるもので

あり、これらを参考に健康状態等の確認内容の検
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討を行い、健康状態等確認用紙を作成した。これ

ら健康状態等確認用紙は、研修ツールにも資料と

して組み込み、従業員は日常的な健康観察ツール

として使用し、特定感染症発生時には客の健康管

理にも役立てることが可能となる。 

 

F．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

２．学会発表 
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図１ 建物概要とゾーニング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 日常的な宿泊施設従業員の健康観察のフロー例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 特定感染症発生時の宿泊施設従業員向け健康観

察方法のフロー例 

 

 

以下の症状を出勤前、出勤時に毎回確認 

・発熱 ・嘔吐 ・下痢 ・腹痛 

・咽頭痛 ・咳 ・体調不良など 

↓ 

症状あり 

↓ 

上司へ報告（必要時、健康管理担当者部門へ連絡） 

↓勤務可否判断 

業務制限 （必要時医療機関へ受診） 

↓ 

症状消失 

↓ 

勤務再開判断 

特定感染症患者（疑い）が発生 

 

           ↓ 職員の曝露評価 

高リスク曝露あり 

↓ 

積極的健康観察（毎日観察） 

・検温 

 ・症状の有無 

・上司への報告 

・必要時就業制限 

症状あり                症状なし 

↓                 ↓ 

医療機関へ受診        勤務再開判断 
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図 ４  従 業 員 健 康 確 認 表 （ 例 ）  

 

 
図 ５  宿泊客健康確認表（例）  
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（このページは白紙です）  

 


